










を投資して既存工場の拡張工事を着工した。また、エピ ンは同

月、シンガポールにある東南アジア統括地域拠点である事務所の

移転開設式典を行った。同事務所には、オフィス向けのピ ン

ター関連と、産業界向けのロボットや大型е刷機で のｚリュー

ゴ ンセンターが 2カ所併設されている。

このほか、2021～2022年には日系の小売り企業による大型出店

もあった。家具やインテリア用品の大型専門店を展開するニトリ

ホールディングスは2022年 3 月、繁華街オーチャードに 1号店を

出店した。同社は2021年12月に、今後 5年間で10店舗を出店する

方針を発表している。また、パン・パゴ ィック・インターナ

ゴ ナルホールディングス（PPIH）は2021年10月、シンガポー

ル11店舗目となる総合ディカウント店「DON DON DONKI」を

開業した。PPIHは翌2022年 1 月にさらに12店舗目を開業してい

る。

■2021年のシンガポールの対日投資は3割増



フォースは同月26日から、集会の参加人数や職場の出社人数の上限を撤廃するなど、感染対策を大幅

に緩和した。また、同日からは、1,000人以上の大型イベントに対して、これまで施設収容能力の

75％としていたイベント開催上限も撤廃された。同国では大型の国際会議や展示会の開催も再開さ

れ、新型コロナ流行前の状況をほぼ取り戻している。

感染対策の緩和と共に、経済活動が活性化していることから、人材の流動性が高まり、各業界で人

材の不足が加速している。失業率は2022年 3 月に2.2％（季節調整済み）と、新型コロナ流行前の水




